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答  申  

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した生活保護法（以

下「法」という。）に基づく保護廃止決定処分及び就労自立給付金

決定処分に係る各審査請求について、審査庁から諮問があったので、

次のとおり答申する。  

 

第１  審査会の結論  

本件各審査請求は、いずれも棄却すべきである。  

 

第２  審査請求の趣旨  

本件各審査請求の趣旨は、○○福祉事務所長（以下「処分庁」

という。）が請求人に対し、令和３年１１月２日付けで行った

保護廃止決定処分（以下「本件廃止処分」という。）及び同月

２２日付けで行った就労自立給付金決定処分（以下「本件給付

処分」といい、本件廃止処分と併せて「本件各処分」という。）

について、それぞれの取消しを求めるものである。  

 

第３  請求人の主張の要旨   

 請求人は、おおむね以下の理由から、本件各処分の違法性・

不当性を主張しているものと解される。  

 給付金の支給額が少なく、計算方法が間違っている。もっと

多額の支給額に修正しないと不公平。計算方法に誤りがなくて

も、制度に不公平な欠陥がある。具体的に は、「保護を要しな

くなった日」や「給付算定期間」に欠陥がある。  

 処分庁は、生活保護廃止について３か月様子を見た 旨主張す

るが、単に就労先の試用期間が３か月もしくは６か月だけとい

うことだけである。真に保護が必要とされなくなった日を見定

めるというのであれば、常識的に最低６か月は様子を見るべき

であり、その間受給者とコミュニケーションを取り、安定しそ

うなら保護を廃止すべきであり、安定することが判断できた月

を保護廃止月と認定しなくてはならないが、処分庁からは一度
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も仕事が安定しそうかなどの連絡はなかった。  

就労自立給付金は、保護脱却のインセンティブとして設計さ

れた制度のはずなのに、就職活動を続け正社員で就労し、ひと

月で保護費を上回る収入を得た人と比べ、６か月前からパート

やアルバイトで就労した後、保護費を上回る収入を得て保護を

脱 却 し た 人 の 方 が 高 い 給 付 金 を 得 ら れ る の で は 不 公 平 不 平 等

である。  

 

第４  審理員意見書の結論  

本件各審査請求はいずれも理由がないから、行政不服審査法

４５条２項の規定を適用して棄却すべきである。  

 

第５  調査審議の経過  

審査会は、本件諮問について、以下のとおり審議した。  

年  月  日  審議経過  

令和５年６月１４日  諮問  

令和５年７月１９日  審議（第８０回第３部会）  

令和５年８月２２日  審議（第８１回第３部会）  

 

第６  審査会の判断の理由  

審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討し

た結果、以下のように判断する。  

１  法令等の定め  

⑴  保護の補足性・基準  

法４条１項は、保護は、生活に困窮する者が、その利用し

得る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限度の生活

の 維 持 の た め に 活 用 す る こ と を 要 件 と し て 行 わ れ る と 規 定

している。  

法８条１項は、保護は、厚生労働大臣の定める基準により

測定した要保護者の需要を基とし、そのうち、その者の金銭

又は物品で満たすことのできない不足分を補う程度において

行うものと規定している。  

⑵  収入申告義務  
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法６１条は、被保護者は、収入、支出その他生計の状況に

ついて変動があったときは、すみやかに福祉事務所長にその

旨を届け出なければならないとしている。  

⑶  収入認定  

ア  収入認定の原則  

「 生 活 保護 法 に よ る 保 護の 実 施 要 領 に つい て 」（ 昭 和 ３

６年４月１日付厚生省発社第１２３号厚生事務次官通知。

以下「次官通知」という。）第８・２は、収入の認定は月額

によることとしている。  

イ  勤労に伴う収入  

次官通知第８・３は、農業以外の事業により収入を得て

いる者については、その事業の種類に応じて、実際の収入

額を認定することとし（同・⑴・ウ・ (ｱ)）、その収入を得

るための必要経費として、基礎控除 （同・⑷。以下「基礎

控除」という。）と、店舗の家賃、地代、機械器具の修理費、

店舗の修理費、原材料費、仕入代、交通費、運搬費等の諸

経 費 に つ い て そ の 実 際 必 要 額 を 認 定 す る こ と と し て い る

（同・⑴・ウ・ (ｲ)）。  

また、「生活保護法による保護の実施要領について」（昭

和３８年４月１日社発第２４６号厚生省社会局長通知。以

下「社会局長通知」という。）第８・３・⑴・アは、基礎控

除は、当該月の就労に伴う収入金額に対応する次官通知別

表の収入金額別区分に基づき認定することとし、同・イは

基礎控除の収入金額別区分は、農業以外の事業収入につい

ては、事業必要経費を控除した後の収入額によることとし

ている。  

⑷  保護の停止又は廃止  

ア  停止又は廃止の決定と通知  

法２６条は、被保護者が保護を必要としなくなったとき

は、速やかに保護の停止又は廃止を決定し、書面をもって、

被保護者に通知しなければならないと規定している。  

イ  保護の要否の決定  

次官通知第１０は、保護の要否は、原則として、当該世
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帯につき認定した最低生活費と、認定した収入との対比に

よって決定することとしている。  

ウ  保護を廃止すべき場合  

「 生 活 保護 法 に よ る 保 護の 実 施 要 領 の 取扱 い に つ い て 」

（昭和３８年４月１日付社保第３４号厚生省社会局保護課

長通知。以下「課長通知」という。）は、第１０・問１２・

答において、当該世帯における定期収入の恒常的な増加、

最低生活費の恒常的な減少等により、以後特別 な事由が生

じ な い 限 り 保 護 を 再 開 す る 必 要 が な い と 認 め ら れ る と き

は、法２６条の規定に基づき保護を廃止すべきであるとし 、

保護の停止又は廃止は保護を要しなくなった日から行うこ

とを原則とするとしている。  

課長通知第１０・問６・答は、保護受給中の者の収入が

保護開始時の要否判定に用うべき最低生活費をこえるに至

り保護の廃止を必要とする際には、保護開始時と異なり、

当該時点において現に生じている需要に基いて認定した最

低生活費と収入充当額（勤労に伴う必要経費のうち基礎控

除については、社会局長通知第１０の２の⑴に定める別表

２に定める額（要否判定控除））との対比によって判定する

ものであることとしている。  

⑸  就労自立給付金について  

ア  支給  

法５５条の４は、被保護者の自立の助長を図るため、 厚

生労働省令で定める安定した職業に就いたことその他 厚生

労働省令で定める事由により保護を必要としなくな ったと

認めたものに対して、厚生労働省令で定めるところにより、

就労自立給付金を支給するとしている。  

それを受けて生活保護法施行規則１８条の４は、被保護

者の氏名及び住所又は居所などの事項を記載した申請書を

提出しなければならないと規定し、同１８条の５は、就労

自立給付金は、厚生労働大臣が定める算定方法により算定

した金額を、世帯を単位として保護の廃止の決定の際に支

給するものとするとしている。  
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イ  支給要件  

「 生 活 保 護 法 に よ る 就 労 自 立 給 付 金 の 支 給 に つ い て 」

（平成２６年４月２５日付社援発０４２５第３号厚生労働

省社会・援護局長通知。以下「援護局長通知」という。）４

は、被保護者であって、世帯員が安定した職業（おおむね

６月以上雇用されることが見込まれ 、かつ、最低限度の生

活を維持するために必要な収入を得ることができると認め

られるものをいう。）に就いたこと等の事由に該当すること

により、保護を必要としなくなったと給付金の支給機関が

認めた場合に、当該被保護者の申請に基づき、後記エによ

り算定した給付金を、世帯を単位として一括して 支給する

としている。  

ウ  算定対象期間  

援護局長通知７・⑴は、保護を必要としなくなったと認

められた日が属する月（保護を必要としなくなったと認め

られた日が月の初日である場合、その前月）から起算して

前６月を算定対象期間とすることとしている。  

エ  算定方法  

援護局長通知７は、就労自立給付金の支給額は、上記ウ

の算定対象期間における各月の就労収入額（給付金の支給

対象世帯の世帯員について、保護の実施機関が、次官通知

第８によって収入として認定した就労による収入額）に対

し、１０％を乗じて算定した額（１円未満切り捨て。）に単

身世帯は２万円を加えた額と、 上限額１０万円とのいずれ

か低い額とすることとしている。  

オ  支給決定  

援護局長通知６は、支給機関は、申請書により支給の申

請があったときは、支給要件に該当するかどうかを判断し

た上で、支給の金額及び方法を決定し、書面をもって通知

することとしている。  

⑹  各通知の位置付け  

次官通知、社会局長通知、援護局長通知及び課長通知は、

い ず れ も 地 方 自 治 法 ２ ４ ５ 条 の ９ 第 １ 項 及 び ３ 項 の 規 定 に
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よる法の処理基準である。  

２  本件各処分についての検討  

⑴  本件廃止処分について  

  処分庁は、令和３年８月３０日に請求人から送付された８

月分収入申告書類に基づき、同年９月分の要否判定を行った

結果、保護「否」となることを確認したが、請求人が試用期

間にあることから、まず、一時的な収入の増加を理由とする

本件停止処分を行い、保護「否」が継続する場合には保護を

廃止することとし、同年９月３日、本件停止処分を行ったこ

とが認められる。その後、処分庁は、９月分収入申告書類及

び１０月分収入申告書類に基づき、同年１０月分及び同年１

１月分の要否判定を行った結果、いずれも保護「否」であり、

保護「否」の状況が継続していることが確認でき、今後も安

定した稼働収入を得られる見込みが高いことから、同年１１

月２日、同年９月１日を廃止日として本件廃止処分を行った

ことが認められる。  

当該世帯における定期収入の恒常的な増加により、以後特

別 な 事 由 が 生 じ な い 限 り 保 護 を 再 開 す る 必 要 が な い と 認 め

ら れ る と き は 保 護 を 廃 止 す べ き と さ れ て い る と こ ろ （ 上 記

１・⑷・ ウ）、 請 求人は正 社員と して雇用 された 後、 本件契

約書上、試用期間とされている３か月を経過した後も就労を

継続し定期収入を得ていることが認められ、また、保護を再

開すべき特別な事由もうかがえない。  

そうす ると、 請 求人 に ついて は、「定期 収入の 恒 常的な増

加」によ り、「以 後特別な 事由が 生じない 限り保 護を再開す

る必要がない」と認められ、保護を廃止すべき場合に該当す

るものと認められる。  

また、保護の廃止は保護を要しなくなった日から行うこと

とすると されて いるとこ ろ（ 上 記１・ ⑷ ・ウ）、 上記のとお

り、令和３年９月分の要否判定により、請求人に対する保護

「否」が確認され、同月１日から請求人に対する保護を要し

なくなったことが認められる。  

以上のことから、本件廃止処分は上記１の法令等の定めに
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則ってなされたものということができ、違法又は不当な点を

認めることはできない。  

⑵  本件給付処分について  

  上記⑴のとおり、請求人に対する保護を必要としなくなっ

た日は令和３年９月１日であるから、請求人に対する就労自

立 給 付 金 の 算 定 対 象 期 間 は 同 年 ３ 月 か ら 同 年 ８ 月 ま で の ６

か月間となる（上記１・⑸・ウ）。  

  そして、同年３月から同年６月までの収入認定額は０円で

あり、同年７月及び同年８月の収入認定額についても、同年

９月１日付けで稼働収入の変更がされるまで、同年６月分か

ら稼働収入の変更がされていないことから、収入認定額は同

年６月分と同様いずれも０円であると認められる。そうする

と、請求人に対する就労自立給付金の給付額は、算定対象期

間 に お け る 各 月 の 就 労 収 入 額 が ０ 円 で あ る か ら 、 こ れ に １

０％を乗じて得られる額は０円であり、請求人世帯は単身世

帯であるから、これに２万円を加えた額である２万円と上限

額 で あ る １ ０ 万 円 と の い ず れ か 低 い 額 と し て ２ 万 円 と な る

（上記１・⑶・エ）。  

  ところが、処分庁は、請求人の同年８月の 就労収入額につ

いて、要否判定上算出した１８９，２１２円とした上で、給

付額を３８，９２１円と算定している。上記のとおり、請求

人に対する給付額は、算定対象期間である同年３月から同年

８ 月 ま で の ６ か 月 間 の 収 入 認 定 額 が ０ 円 で あ っ た と 認 め ら

れる以上、２万円と算定すべきであったから、本件給付処分

については、処分庁による給付額の算定に誤りがあったとい

うほかはない。  

  もっとも、給付額を３８，９２１円とする本件給付処分は 、

請求人にとって有利な取扱いであるということができる。審

査庁は、審査請求人の不利益に処分を変更することはできな

いとされ ている から（行 政不服 審査法４ ８条）、 上記 の誤り

を理由として、本件給付処分を取り消すことはできない。  

３  請求人の主張についての検討  

請求人は、上記第３のとおり、制度に不公平な欠陥がある旨



 - 8 - 

主張する。  

しかし、行政機関である処分庁は、現行の法令等を所与のも

のとした上で、これに則って処分を行い、また、同じく行政機

関である審査庁も、現行の法令等を所与のものとした上で、審

査 請 求 に 対 す る 判 断 を 行 う こ と を そ の 職 分 と す る も の で あ る

から、法令の規定ないし法令に基づく制度自体 が違法又は不当

であることを理由として、処分を取り消すことはできない。  

以上のことから、請求人の主張は採用することができない。  

４  請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討  

上記２・⑵で述べた給付額の違算を除き、本件各処分のいず

れも違法又は不当な点は認められない。  

 

 以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性

や法令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれ

も適正に行われているものと判断する。  

よって、「第１  審査会の結論」のとおり判断する。  

 

（答申を行った委員の氏名）  

羽根一成、加々美光子、青木淳一  


